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事故調査制度に関する研究 
―刑事手続きとの関係からの考察― 
 
本審査小委員会は、博士学位申請者押立貴志氏からの博士（公共政策学）学位請求論文「事
故調査制度に関する研究－刑事手続きとの関係からの考察－」の提出を受けて、慎重に審
査を行ってきた。 
 
１ 本論文の主題と構成 
 
 本論文は、日本の事故調査制度に関する論文であり、その中心的課題を刑事手続きとの
関係からの考察に求めた論文である。中心的課題はそこにあるとしても、日本の事故調査
制度を総合的な視点から考察した重要な研究となっている。 
 本論文を簡単に要約すると、第１章では、専門的な事故調査機関の概要が解説されると
ともに、法的調査権限を持つ事故調査機関の概要、最近制定された事故調査制度等の概要、
法的調査権限を持たない機関による事故調査の概要、事故調査機関の業務目的及び任務、
事故に係る証言等の情報公開の概要、事故調査結果の公開性など事故調査制度の概要が説
明されている。 
 第２章においては、事故調査制度としての歴史が長く、法律に基づく専門的な制度とし
ての運輸安全委員会における、航空事故調査及び鉄道事故調査について、その歴史的経緯
から、現行の事故調査制度に至る背景、事故調査機関と警察との協力関係、事故調査制度
の関わる課題などが考察されている。 
 第３章では、事故関係者からの証言を得るためには、刑事免責の制度化を行うことの検
討が各方面で提唱されていることを踏まえ、最近改正された刑事訴訟法による刑事免責制
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度の概要、その対象範囲となった背景、諸外国の事故調査と刑事手続きや刑事免責の関係、
事故調査に対して刑事免責の制度化の課題などが考察されている。 
 第４章では、事故調査においても、過失犯罪の捜査においても、事故に関わる各種の情
報収集が重要である点を踏まえ、事故調査の手順と事故調査における情報収集の実態に基
づき、関係物件に関する事故調査と捜査の関係、関係者の証言に関する事故調査と捜査の
関係が検討され、また関係者が事故調査に対して黙秘することの法的な位置づけや、事故
調査における関係者の証言についての留意すべき事項が考察されている。 
 第５章では、2005（平成 17）年の日本学術会議の提言において刑事裁判の証拠としての
使用を認めないとする点や、事故調査報告書は刑事裁判の証拠として使用される場合があ
ることの事例を踏まえ、事故調査報告書に記載されている内容の証明力が検討され、刑事
裁判において証拠採用される理由や使用される効果が考察されている。 
 第６章では、公表された事故調査報告書は専門家が作成した書類であり、権威ある書類
とみられている点、捜査機関においては、事故調査報告書に記載された内容に沿った捜査
誘導が行われやすくなる点などを踏まえ、起訴の不利益や、略式命令と事故調査報告書の
関係や、事故の関係者がその捜査誘導に同意しやすいこと、事故調査報告書の公表による
課題などが考察されている。 
 第７章では、消費者安全調査委員会において他の行政機関等が行った事故調査結果につ
いて評価を行うこととしている点から、今後増えると考えられる地方自治体が行う事故調
査について、事故調査の体制の検討や、行政調査と刑事手続きの連結性の問題、刑事告発
の問題など行政機関の調査と犯罪捜査との法的関係が考察されている。 
 終章では、第１章～第７章の研究内容を総合し、事故調査に関する基本的認識の整理、
個別事故調査の課題の根源、個別事故調査と刑事手続きのあり方、事故調査へのさらなる
協力を得る方策、処罰に関する刑事和解と刑事免責などが論じられ、事故調査がより有効
なものとなる方策が考察されている。 
 
 さて、本論文の目次は、以下の通りである。 
序 章 －研究の目的と概要－      1 
１．研究の目的       1 
２．研究の方法       2 
３．本論文の構成及び要点      3 
４．研究の総括       5 
第１章 事故調査制度の概況      7 
1.1 各種の事故調査制度の概要      7 
1.1.1 事業に関わる事故調査の専門機関     7 
1.1.2 消費者安全調査委員会の事故調査制度の概要   8 
1.1.3 運輸安全委員会の事故調査制度の概要    9 
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1.1.4 立法機関による事故調査制度の概要    10 
1.1.5 その他の事故調査及び事故調査類似制度の概要   11 
1.2 最近制定された事故調査制度等     17 
1.2.1 消費者事故調査制度の創設の経緯等    17 
1.2.2 消費者事故の対象範囲      18 
1.2.3 医療事故調査制度の概要      21 
1.2.4 医療事故調査制度の多様な機能     23 
1.2.5 学校事故調査制度の概要      24 
1.3 刑事手続きとの関連性のある火災調査の概要    26 
1.4 法的権限を持たない機関による事故調査    28 
1.5 事故調査機関の業務目的及び任務     29 
1.6 事故に係る証言等の情報公開の概要     30 
1.6.1 交通事故の報告書等の情報公開     30 
1.6.2 学校事故の報告書等の情報公開     31 
1.6.3 火災調査書の情報公開      32 
1.7 多様な機関が行う事故調査と結果の公開性    32 
第２章 航空鉄道分野の事故調査制度の歴史と制度の課題   37 
2.1 航空事故調査の歴史       38 
2.1.1 航空事故調査委員会設置前の航空事故調査    38 
2.1.2 航空事故調査委員会設置の契機     40 
2.1.3 航空事故調査委員会設置法の審議     42 
2.2 鉄道事故調査の歴史       45 
2.2.1 国鉄改革前の国鉄の事故調査     45 
2.2.2 民鉄における事故調査      46 
2.2.3 事業主体による事故調査の特徴     46 
2.2.4 情報の偏在と知識集約      47 
2.2.5 1990（平成 2）年当時の鉄道の事故調査機関に関する政府の見解 48 
2.2.6 鉄道に関する事故調査委員会制度の創設    49 
2.3 航空・鉄道事故調査委員会設置法の改正等    50 
2.3.1 2006（平成 18）年の航空・鉄道事故調査委員会設置法改正  50 
2.3.2 2008（平成 20）年の運輸安全委員会設置の経緯   51 
2.3.3 運輸安全委員会設置法案に関する衆議院修正   54 
2.3.4 事故調査と犯罪捜査及び刑事裁判に関する国土交通省の考え方 54 
2.3.5 各種事故調査制度の変遷の概要     56 
2.4 事故調査機関と警察との協力関係文書     58 
2.4.1 運輸安全委員会と警察との協力関係文書    58 
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2.4.2 航空・鉄道事故調査委員会と警察との協力関係文書   60 
2.4.3 消費者安全調査委員会と警察との協力関係文書   62 
2.4.4 火災調査、建築物事故調査に関する警察との協力関係文書  64 
2.5 原因究明と責任追及の関係性      65 
2.6 事故調査制度に関する課題      67 
2.6.1 運輸安全委員会の改革課題     68 
2.6.2 事故調査における刑事免責制度導入の提案    69 
2.6.3 事故調査と捜査の問題、黙秘権の指摘    70 
2.6.4 捜査より事故調査を優先させるべきという指摘   71 
2.6.5 事故調査報告書が刑事裁判手続きに利用されることの指摘  72 
2.6.6 事故調査報告書の公表による効果と弊害    74 
2.6.7 警察が取得した事故情報の非開示性と事故防止の限界  75 
2.7 小括        76 
第３章 事故調査における刑事免責制度     78 
3.1 事故調査における刑事免責の提言等     78 
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3.1.3 刑事免責を示唆する最高裁判事の意見    82 
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 なお、本論文は、A4 版で 381 ページであり、字数にして約 48 万字強となっている。 
２ 本論文の要旨 
 「１ 本論文の主題と構成」では、各章ごとの概要を述べたが、ここでは各章の節ごとの
要旨を記述していきたい。 
 本論文は、「序章 －研究の目的と概要－」から始められている。ここでは、課題設定と
アプローチ方法について述べられている。すなわち、既に行われた制度的研究である、日
本学術会議の人間と工学研究連絡委員会安全工学専門委員会の提言、消費者安全調査委員
会を設置するにあたり消費者庁で行われた検討会のとりまとめの主要論点について、事故
調査制度に関する官公庁の資料、司法制度に関わる審議会等の資料調査、国会議事録、意
見書、通達、各種白書などの官公庁文書、先行研究の文献調査に基づき、「刑事免責」、「過
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失犯罪捜査」、「刑事裁判」、「略式命令」、「行政調査」を細分として考察を進めるとしてい
る。 
 これには、著者がこれまで経験した事故調査と捜査機関、司法機関との関係について、
とりわけ航空・鉄道事故調査委員会事務局次席鉄道事故調査官の知識経験や、国土交通省
鉄道局首席鉄道安全監査官としての行政調査権の管理監督の知識経験についても、学術的
な視点に再整理し、論文各所に組み入れられている。著者が行政機関に在職中に行った事
故現場調査、捜査事項照会、証拠品の管理、鑑定処分許可手続き、検察官面前調書作成な
どの捜査機関との関連業務の内容や、これらを通じて得た捜査関係者の意識や、航空・鉄
道事故調査委員会事務局職員として行った被害者説明会を通じた被害者意識などについて
も、制度的な視点、学術的な視点に置き換えて論文各所に組み入れられている。 
 各論の検討にあたっては、制度比較の視点を取り込み、各種の事故調査制度の違い、刑
事手続きとの関連性を有する行政調査と関連性を予定しない行政調査の違い、日本と諸外
国の過失事故に関する処罰の違いなども考察されている。 
 第 1 章「事故調査制度の概況」では、「1.1 各種の事故調査制度の概要」において、事業
活動に伴い発生する事故調査は、消費者安全調査委員会と運輸安全委員会による事故調査
が行われており、また、東京電力福島原子力発電所事故の国会事故調査が行われていたこ
とから、その法律の概要を記述している。 
 「1.2 最近制定された事故調査制度等」においては、2012（平成 24）年 10 月に消費者
安全調査制度が、2015（平成 27）年 10 月に医療事故調査制度が、2016（平成 28）年３月
から学校事故調査制度がそれぞれ制度化されており、その概要を記述されるとともに、消
費者事故調査制度が隙間事故に対応するためのものであり、医療事故調査及び学校事故調
査は事故被害者等への説明をも組み込んだ制度であることなど、各制度の特徴が記述され
ている。 
 「1.3 刑事手続きとの関連性のある火災調査の概要」では、放火犯罪捜査と密接な関係を
有する消防機関による火災調査の概要が記述されている。 
 「1.4 法的権限を持たない機関による事故調査」では、行政機関が任意に行う事故調査に
おける警察との調整について記述され、法的権限の有無にかかわらず警察と行政機関の相
互調整の実施により、円滑な事故調査の実施が可能であることが記述されている。 
 「1.5 事故調査機関の業務目的及び任務」では、事故調査は、事故の原因を究明し、事故
の再発の防止を図るために行われるものであり、社会的コストを投じて事故の再発防止に
資する新たな科学的知見を得る一連の行為であると整理し、事故に関わる人々がどのよう
な行為を行い、どのような判断を行ったかの点を調べ、それが事故の被害にどの程度影響
したのか、その一連の評価を行うという観点においては、「原因の究明」と、「責任の追及」
は、同一の過程をたどることが記述されている。 
 「1.6 事故に係る証言等の情報公開の概要」では、事故調査の結果の公表や、情報公開へ
の対応は、事故調査結果が過失犯罪捜査に利用される点や、捜査の契機となる点からも、
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重要な論点であり、このため、情報公開審査会における交通事故、学校事故及び火災調査
の報告書等の情報開示の審査状況が記述されている。  
 「1.7 多様な機関が行う事故調査と結果の公開性」では、事故調査を行う機関は、行政機
関に属する機関、立法機関に付属する機関、学会その他の民間機関に付属する機関など多
様な形態の機関が存在し得るが、高い客観性を持って行われる。しかしながら、一般的な
行政執行機関で行われている、「法律に基づき、国民の権利を制限し、又は義務を課す活動」
とは異なり、事故調査の結果として得られた知見を公表するに止まる。だが、企業の内部
調査、自衛隊の事故調査、警察の捜査などでは結果が必ずしも公開されるものではない点
に着目し、各種事故調査の目的と公開性について概要が記述されている。 
 つづく第２章「航空鉄道分野の事故調査制度の歴史と制度の課題」では、「2.1 航空事故
調査の歴史」において、運輸安全委員会の前身として、1974（昭和 49）年 1 月、当時の運
輸省に設置された航空事故調査委員会により専門的機関としての事故調査が開始されてお
り、それ以前の航空事故の調査の経緯や、航空事故調査制度の制定時における国会審議過
程での黙秘権の罰則削除の経緯が記述されている。 
 「2.2 鉄道事故調査の歴史」では、国鉄及び民鉄における事業実施者としての事故調査、
その監督者としての行政機関の調査の意義及び概要が記述されるとともに、鉄道事故調査
が航空鉄道事故調査委員会に統合させる経緯が記述されている。 
 「2.3 航空・鉄道事故調査委員会設置法の改正等」では、航空・鉄道事故調査委員会設置
法改正，運輸安全委員会の設置に伴う、被害者への事故調査情報提供の規定の創設など法
律制度の改正の内容が記述されるとともに、各種の事故調査制度についての変遷が整理さ
れている。 
 「2.4 事故調査機関と警察との協力関係文書」では、運輸安全委員会、航空・鉄道事故調
査委員会、消費者安全調査委員会と警察との協力関係文書、火災調査や建築物事故調査に
関する警察との協力関係文書に基づき、事故調査と警察の捜査の協力関係について記述さ
れている。 
 「2.5 原因究明と責任追及の関係性」では、事故調査において原因の調査、すなわち人の
行為判断を調べるという一連の作業である。原因究明型の事故調査である限り、責任追及
と同種行為を実施しているといわざるを得ないという。この同種性が事故調査と刑事裁判
や捜査という制度的な整合において、軋轢を生じる根幹要因の一つであると考察されてい
る。 
 「2.6 事故調査制度に関する課題」では、先行研究で指摘されている、運輸安全委員会の
改革課題、刑事免責の検討の必要性、捜査との競合問題、黙秘権の取り扱い、刑事裁判で
の事故調査報告書の利用といった課題事項が整理されて記述されている。 
 「2.7 小括」では、公表された事故調査報告書の利用について、本来の使用目的とは異な
った不適切に使用されるならば、公表する者においても公表内容を考えるべきものと考察
し、公表される事故調査報告書に記載される内容が、刑事裁判や捜査において、軋轢を生
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じさせている根幹要因の一つであると結論づけている。また、個別の課題については、刑
事免責については第３章において、事故調査における情報収集や黙秘権の問題、警察の捜
査との関係については第４章において、鑑定嘱託や裁判官への知識補充や、事故調査報告
書が使用される刑事裁判については第５章において、検察官の起訴裁量権と略式命令につ
いては第６章において記述されるとしている。 
 第３章「事故調査における刑事免責制度」の「3.1 事故調査における刑事免責の提言等」
では、事故調査を充実させるためには事故の関係者からの証言が重要であり、事故調査結
果が刑事裁判に使用され、また責任追及に使用されるならば、事故調査機関に対して、事
故関係者は証言をためらうものとなる。これを萎縮効果とも、黙秘権の行使の問題と捉え
ることもできる。このためらいを解消するため、刑事免責を活用する方向で､問題点が整理
されている。 
 「3.2 最近の改正刑事訴訟法における刑事免責」では、2016（平成 28）年 6 月に「捜査・
公判協力型協議・合意制度」を盛り込んだ刑事訴訟法が改正され、検察官の起訴裁量権を
背景とした、いわゆる司法取引制度が刑事訴訟の制度に導入された。2018（平成 30）年 6
月に施行された刑事訴訟法の司法取引制度の内容や、その背景等から、事故調査制度にお
いて司法取引制度の導入についての可能性が考察されている。 
 「3.3 諸外国の事故調査と刑事責任追及の関係の概要」では、諸外国における事故調査と
刑事手続きの関係については、各国の国内法における刑事法や捜査組織、事故調査機関の
位置づけなどにより、様々な制度があるが、航空事故調査に関しては国際民間航空条約が
存在し、国際海事機関（IMO）の事故調査コードも制定されている。先行研究論文や、消
費者庁及び運輸安全委員会において検討された資料に基づき、フランス、ドイツ、イギリ
ス、アメリカ、オランダ、スウェーデンの各国の事故調査により取得した情報と刑事手続
きの関係について解説されている。 
 「3.4 諸外国の刑事免責等の概要」では、過失犯の処罰規定は英米、大陸（独）の国々に
も存在するが、過失犯の処罰の範囲も日本とは異なっているため、諸外国における事故に
関する刑事責任追及と刑事免責等の関係を、司法制度改革審議会に提出された資料、犯罪
白書の記述、法務省や最高裁判所の外国法制資料、先行研究文献から抽出され、また刑事
和解や有罪答弁取引の概要が解説されている。 
 「3.5 刑事免責に関わる論点の検討」では、事故調査に関する刑事免責と刑事訴訟法の司
法取引制度の比較を整理し、事故調査機関が刑事免責の判断を行うものとすれば司法権の
行使に組み込まざるを得ず、また、免責判断権者である検察官が事故調査への協力状況を
評価し得ないなどの点についての制度課題が考察されている。 
 「3.6 刑事免責に関わるその他の留意点」では、被害者の処罰意識が強い日本の現状や、
検察審査会制度があるため検察官の不起訴裁定が再審査され、実質的に刑事免責が無効化
するなどの問題点が整理されている。 
 「3.7 小括」では、被害者が存在している業務上過失致死傷の事件においては、被害者の
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処罰感情などからしても刑事免責の制度化は相当課題が多いといえ、事故調査への証言と
引き替えに刑事免責を行うとする司法取引による免責については、改正刑事訴訟法による
司法取引制度の動向もみつつ、慎重に検討を要するものと指摘している。諸外国の刑事制
度を参考とすれば、被害者や社会との紛争の解決による刑事免責や起訴代替制度によって、
紛争解決によって事故調査に対する委縮効果が減少し、調査の充実に寄与する場合がある
と考えられ、諸外国の制度を参考とした刑事免責等については、本稿終章において考察す
ることとされている。 
 第４章「事故調査の手順と過失犯罪捜査」の「4.1 事故調査機関の事故調査の手順」では、
運輸安全委員会の事故等調査実施要領通則による各種手順の概要を記載し、消費者安全調
査委員会の手順との違い、東京電力福島原子力発電所事故調査委員会の手順との違いなど
が解説されている。 
 「4.2 事故の情報収集に関する各種提言」では、2000（平成 12）年 3 月の日本学術会議
の人間と工学研究連絡委員会安全工学専門委員会報告「交通事故調査のあり方に関する提
言」、2005（平成 17）年 6 月の日本学術会議の人間と工学研究連絡委員会安全工学専門委
員会報告「事故調査体制の在り方に関する提言」、ＪＲ西日本福知山線事故調査に関わる不
祥事問題の検証と事故調査システムの改革に関する提言などの先行研究における捜査と事
故調査の関係が記述されている。 
 「4.3 運輸安全委員会における鉄道事故調査の実施状況」では、運輸安全委員会の鉄道事
故調査の実務手順等について、事実認定の評価基準、事実認定の確度などが整理されてい
る。 
 「4.4 鉄道事故調査の手順等の詳細」では、鉄道事故調査の調査権限、事故現場における
情報収集の実態、物件調査の内容、事故調査と捜査等の共通する作業等の整理、黙秘権を
踏まえての関係者からの情報収集の留意事項について、整理されている。 
 「4.5 鉄道事故調査事例に基づく関係者からの情報収集の実態」では、具体的な事故調査
事例からの情報収集の実態、関係者からは記憶が薄れない早期に聴取すべきこと、証言に
よる不利益や黙秘等の課題などについて考察されている。 
 「4.6 捜査と事故調査の優先権と証言の提供」では、捜査と事故調査のそれぞれの目的が
達せられる重要性や、関係者からの情報収集する留意事項、記憶のあいまいさから生じる
捜査機関への提供の問題点などが考察されている。 
 「4.7 関係者の証言の情報収集にあたってのその他の問題点」では、証言に頼る事故調査
の危険性、情報が得やすい当事者企業による事故調査の特徴、企業の行う事故調査に伴う
問題点が考察されている。 
 「4.8 小括」では、事故調査と捜査の競合の課題については、事故調査において実務上の
支障は生じておらず、物件の調査においては相互協力を行うべきものである。事故関係者
の証言に関しては、事故調査と捜査との目的の違い、取集する内容の違い、また、関係者
が積極的に事故調査へ協力するために、相互協力してはならないものと考察し、事故調査
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に対する黙秘権の課題については、事故調査において関係者が証言すべきことは社会安全
の向上への貢献として当然行われるべきであるが、黙秘には罰則がなく、任意協力の立場
で関係者が望むべきこと、また事故調査機関は関係者が協力しやすい制度への改善努力が
必要であることが指摘されている。 
 第５章「刑事裁判と事故調査報告書」の「5.1 刑事裁判において証拠とされる事故調査報
告書」では、事故調査報告書の証拠能力に関する判例から準鑑定書として刑事裁判で利用
されているが、鑑定行為の性格からも大破した物件から推論された事故調査報告書は科学
知識の補充に過ぎないものであること、公表された事故調査報告書は裁判官の暗黙知とな
り裁判の審理を歪める可能性があることが解説されている。 
 「5.2 事故調査報告書を証拠採用することの問題点の指摘」では、2005（平成 17）年の
日本学術会議の専門委員会の提言の記載の適切性について検討を加え、権威に頼る刑事裁
判の問題点が考察されている。 
 「5.3 証拠となる書類と証拠となった範囲」では、刑事裁判において証拠採用された書類
は、判決において証拠の標目としてその書類の題名が記載され、書類の全てが証拠採用さ
れたかのような誤解が生じているが、判例に沿って証拠として使用された範囲について解
説されている。 
 「5.4 事故調査報告書と刑事裁判の事実認定の相違及び量刑に与える影響」では、事故調
査報告書の結論とは異なった刑事裁判での事実認定がなされる事例や、事故調査報告書に
各種の関与要因が記載される効果について記述されている。 
 「5.5 刑事裁判の審理の慎重性」では、過去の判例においても、過失事故の判決は地裁、
高裁、最高裁で事実認定や量刑判断が揺らいでおり、刑事裁判の慎重審理の重要性や厳格
な事実認定の必要性が指摘されている。 
 「5.6 事故調査報告書の個々の記載内容の証明力」では、第４章で記載した鉄道事故調査
の事例における事故調査報告書に記載された各項目の証明力の程度を分析し、事故調査報
告書は推論で構成される部分も多く、一つに絞り込んだ原因は可能性論に過ぎず、他の要
因であった可能性は否定されないという性格を事故調査報告書は持っていることが指摘さ
れている。 
 「5.7 事故調査報告書が証拠採用される理由の検討」では、起訴後に裁判所が鑑定を行う
ことは事故現場が復旧し、時間経過による物件の変質から困難であること、裁判官への技
術的知識や、科学的な解明知識の補充、専門家の所見は重要であり、事故調査報告書を刑
事裁判に活用するには意義があることが考察されている。 
 「5.8 小括」では、事故調査報告書が刑事裁判に利用される課題については、刑事裁判が
慎重な審理を尽くすべきものであるため、裁判官への科学技術の知識補充は重要であり、
また、公表された事故調査報告書は国民の知的財産であるため、どのような公的機関が使
用しても良いと考察している。しかし、事故調査報告書は、事故の再発防止に役立つ新た
な科学的知見を集約したものであり、その記載内容は推論で構成され、事故調査報告書の
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個々の記載内容は、一般として刑事裁判における証明力が希薄であることを関係者が理解
すべきものであると指摘している。 
 第６章「略式命令と事故調査報告書の公表」の「6.1 業務上過失致死傷罪の刑事裁判の実
態」では、業務上過失致死傷事件では、その約 9 割が罰金刑であり、そのほとんどが略式
命令手続きによるため、被疑者の同意手続きなどの略式命令手続きの特徴が解説されてい
る。 
 「6.2 略式命令と、正式な刑事裁判との比較」では、被疑者は正式な刑事裁判に伴う刑事
休職と損失負担などの起訴の不利益や、禁錮以上の刑に処せられた場合の刑事失職を回避
するために略式命令による罰金刑に同意しやすいことが指摘されている。 
 「6.3 報告書の公表時期と公訴時効」では、事故調査報告書が事故後概ね１年で公表され
ることに対して、公訴時効が死亡事故では 10 年であり、公表された事故調査報告書を捜査
の契機となる点が整理されている。 
 「6.4 事故調査報告書の関係者の証言と公表」では、事故調査機関に対する証言と、捜査
機関に対する証言が不一致となった場合は、事故調査機関に対する虚偽陳述罪の適用や、
捜査における否認事件として、被疑者が不当に不利益となることが指摘されている。 
 「6.5 小括」では、略式命令となった事件は検察審査会の審査対象ではないため、民意の
チェックが緩く、捜査資源が多く投入できない過失事故では検察官が略式命令手続きに傾
く可能性が考察されている。事故調査報告書が公表されることによる間接的な捜査誘導の
問題については、証明力が希薄なものが含まれる事故調査報告書が、事故に対する経験が
少ない捜査機関で利用されやすく、被疑者が自らの負担の軽減のために略式命令請求に同
意しやすいこと、これを回避するには、事故調査報告書に記載されている事故関係者の証
言は最低限のものとすべきであると考察されている。 
 第７章「地方自治体等の行政機関が行う事故調査」の「7.1 消費者安全調査委員会におけ
る事故調査結果の評価制度」では、消費者安全調査委員会が自ら事故調査を行う以外に、
他の行政機関（運輸安全委員会を除く）による調査若しくは検査の結果について事故等原
因を究明しているかどうかについての評価を行うこととしており、建築関係の事故調査を
事例として制度の概要が解説されている。また、地方自治体が事故調査を行う場合として、
法律に基づく調査等の権限を行使する場合、自治体が設置者や管理者等となった場合、消
防署の火災調査や保健所の調査のように特別法に基づく専門的調査を行う場合が整理され
ている。 
 「7.2 地方自治体が行う事故調査の体制の検討」では、地方自治体が事故調査を行う上で
の留意すべき事項や、証拠品の管理方法、物件調査に関する実施方法について、第４章及
び第５章で記述した運輸安全委員会の事故調査手順を参考として考察されている。 
 「7.3 行政機関の調査等と犯罪捜査との法的関係」では、建築基準法等の所管法律におい
て立入調査等における質問に対する黙秘には罰則規定が存在し、専門的事故調査機関であ
る運輸安全委員会又は消費者安全調査委員会の質問権には黙秘に罰則規定がないため、行
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政調査権の行使における黙秘権の尊重を考察し、捜査機関と自治体の協力関係の限界や、
刑事告発を行うことにより事故調査への弊害が指摘されている。 
 「7.4 小括」では、行政機関が証拠品等について事故調査を行うには、警察との調整を行
うものとなるが、行政調査権の行使は犯罪捜査のためのものではないため、行政調査権を
行使して知り得た内容を行政機関から警察に提供するような協力は抑制されるべきもので
ある。事故調査機関と捜査機関の覚書による相互協力も、物件調査や物件鑑定の特殊性か
ら発生しており、事故調査機関が、鑑定物件以外の観点、例えば関係者の証言等を捜査機
関に協力することとなれば、黙秘権や令状主義に抵触するおそれのある「新たな刑事手続
き連結性」を生むものとなる。行政機関が保有する情報であるからといって、安易に、情
報公開法や情報公開条例に応じて開示すると、捜査機関や企業関係者の目に触れて、思わ
ぬ不利益を発生させてしまうことに繋がりかねない。事故調査等において協力者を保護し、
より関係者からの証言を得るためには、事故調査報告書において公開したものを除き、取
得した情報を公開しないことが重要であると小括されている。 
 終章の「8.1 事故調査に関する基本的認識の整理」では、事故の再発防止のための科学の
進歩と過失責任について、公表される事故調査報告書によって、a）情報の密度向上、活用
による社会の進化と、b）情報の密度向上、公開情報の拡大による責任追及の深度化という、
２つの側面を事故調査制度には内在させており、情報入手源が特定できる可能性があるな
らば、事故調査協力者保護の考え方を優先させて、公開すべき情報に含むべきではないと
指摘されている。 
 「8.2 科学的客観的個別事故調査の課題の根源」では、事故の後に真実を明らかにできる
ものと考えることが誤解を生む根源であり、真実は一つであっても、「認定される事実」は、
各機関の任務や使命により、社会的信任を得たそれぞれの機関が出した結論毎に異なって
当然といえる。一例を挙げれば、不確実な証拠においては被告人が有利となる審理が行わ
れる刑事裁判、不確実な証拠であっても事故防止に役立つ科学的知見を公表すべき事故調
査機関、このように、それぞれの機関の任務や使命は異なる。証拠が不確実であるからと
いって原因不明とし、事故防止に役立つ科学的知見を結論しない事故調査機関があったな
ら、事故調査を行う意義がないとし、また、事故調査において原因が特定されなくても、
原因が複数考えられる場合でも、事故にともなう被害が生じない、被害が最小化できる知
見があるならば、その対策を複数講じることにより、事故の再発防止対策として有効であ
ると考察されている。 
 「8.3 科学的客観的個別事故調査と刑事手続きの在り方」では、①「冤罪防止」のために
刑事裁判は慎重審理であるべきこと、②「人権保障」は尊重される制度であるべきこと、
③「国が公表した物の自由使用」は民主主義の基礎であり、尊重されるべきものであり、
④「将来への予防安全」は、緊迫した直接的な危険でない限り、これら①から③に勝るも
のではないと指摘されており、事故関係者の証言に「罰則を設けて強制する」、「刑事裁判
の証拠として使用を認めない」とする考え方は、これらに相反する部分があるという。証
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言は当事者の任意によるものである。 
 改善方策として、鑑定嘱託を受けている現行運用を改め、捜査段階においては物件検査
等において対等な立場で、それぞれの目的が達成できるように協力を行い、公表された事
故調査報告書が裁判官の暗黙知となることは適当ではなく、裁判官への科学知識の補充と
しては、裁判所が事故調査機関に対して、直接、公表された事故調査報告書の提出を命じ
る手続きを行うべきであると指摘している。 
 行政調査の一種である事故調査は、上記以外において犯罪捜査との連結性を持たせては
ならないと指摘し、刑事告発や公表した事故調査報告書を捜査機関が捜査に利用すること
は避けなければならないと指摘している。 
 「8.4 事故調査への更なる協力を得る方策」では、起訴の不利益を知る捜査関係者である
からこそ、公表された事故調査報告書を活用し、より多くの情報を入手して、可能な限り
の精密起訴を目指す可能性があり、事故調査報告書を捜査に利用することを禁止する実効
性の確保は相当困難である。捜査における供述の任意性が失われる状況が生じたとしても、
それが刑罰に結び付かない仕組み、即ち小規模な事故における刑事免責を検討するべきで
あると考察されている。 
 被害者、加害者、加害企業など事故に関わる関係者の間で、紛争が継続している限り、
事故に関する加害者等は、事故の責任回避のために黙秘権を行使し、事故に関する証言を
抑制するなど、事故調査への協力は制約的とならざるを得ない。その紛争が解決される状
況となれば、事故調査への協力が得られやすくなる。紛争の解決の手段としては、社会や
被害者との補償の観点での和解と、処罰に対する和解がある。過失事故に対する業務上過
失致死傷罪の刑事罰の存在は、a）加害者本人の再発防止のために反省を促す観点、ｂ）類
似行為を行うことに対し、一罰百戒的な注意喚起による再発防止の警鐘、c）被害者の処罰
感情の沈静化であると考えられる。これらに派生して、d）社会の混乱や混乱による社会損
失に対する回復なども考えられる。この a）から d）の中で、中立的な第三者機関による事
故調査を行い、事故調査結果を公表することにより、a）本人の反省の機会付与、b）類似
行為者への警鐘は、十分に刑罰目的の代替性があるといえ、c）被害者の処罰感情の沈静化
については、第三者機関の事故調査報告書の公表では達成し難い。事故調査の結果は、科
学的知識の蓄積であり、結論は非権力的なものでしかない。被害者の処罰感情の沈静化は、
刑罰の処分手続きを行う以外では、被害者と加害者の和解、いわゆる相互理解されれば、
被害者の加害者に対する処罰感情は沈静化に向かうと考えられる。d）社会混乱等の回復に
ついては、事故調査によって、科学技術の知見の観点では社会の安全向上という形で回復
に寄与するが、事故発生事業者は事故を発生させていない事業者に比して、より多くの社
会貢献を行うべきであるという。 
 このように、事故調査による刑事罰の代替性効果を考えると、被害者との和解が成立し、
かつ客観的な事故調査結果が公表されることにより、刑罰の目的のほとんどが達成できる
こととなり、刑事免責を行うことが可能となるものと論述されている。 
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 「8.5 和解への事故調査の活用と事故調査の充実」では、「国民への説明を行うための事
故調査」は事故当事者の調査では不信感が払拭されないため、公正中立の第三者機関が詳
細な調査を行い、調査結果を広く公表することが必要である。調査結果が公表され、当該
個別事故における再発防止対策を講じることは、関係者の良識として行われ、公表による
類似事故に対する注意喚起や、事故防止の研究開発などの知見の蓄積が重視された事故調
査であるという。他方で「被害者等の関係者への説明、情報提供を行うための事故調査」
は、個別の事故毎に事故調査を行う必要がある。加害者と被害者の和解を通じて、紛争予
防の機能が見込まれ、また説明責任の一環として事故当事者が行う必要がある。加害者と
被害者の和解には、事故調査の結果に基づく対策を講じることが重要であるが、必ずしも
調査結果を公表する必要性はないものという。この「第三者機関が行う事故調査」と、「事
故当事者が和解のために行う事故調査」であり、同時に並行的に行われる必要があると指
摘している。 
 刑事裁判において、裁判官への科学的知識補充は重要であり、冤罪を防止する公正な判
断には、第三者機関が作成した個別事故の事故調査報告書は有効な資料である。被害者が
加害者との和解に応じるにも、損害賠償などの金銭的側面のみならず、事故関係者が行う
事故防止への努力も重要な要素となってくる。事故関係者の努力を評価し、被害者が納得
するとしても、被害者が事故に関する科学的知識を補充しておくことが必要であると考え
られ、これには、第三者機関が作成した個別事故の事故調査報告書は有効な資料となると
論じている。 
 もちろん、事故関係者が被害者の理解を得て、和解するには、真なる謝罪の表明が必要
であり、加害者自らが事故調査を行い、当該事故の再発防止策を実施することは不可欠と
考えられる。加害者が反省をした証として、再発防止の実現は重要であると指摘している。 
 さらに、公訴を行う検察官においても、損害の金銭的回復、加害者と被害者の和解のみ
ならず、事故に伴う「社会的混乱の鎮静化」や、事故当事者の「社会的贖罪」などの状況
を考慮しなければ、刑事免責の判断を行うことは難しいものと考えられると考察されてい
る。 
 社会混乱の鎮静化の手法、評価基準や社会的贖罪の方法などは、社会的混乱を生じさせ、
人々に社会的不安を惹起させた事故の当事者企業は、その社会的損失をなんらかの形で補
填することが必要である。慰霊碑の建立や、事故物件を展示し、事故の教訓を生かす活動
や、安全向上に関する研究活動、寄付などを通じた公益活動、非営利活動の実施なども、
その一つといえるかもしれない。刑事免責が成立した後にこそ、事故関係者は事故調査に
協力できる環境が整うものと考えられるが、事故関係者から収集した真なる情報が得られ
たとしても、それを公表するのではなく、事故の再発防止に関する知見としての研究に活
かす方策を検討すべきであると指摘されている。 
 本論文は、刑罰目的の代替性を考慮しつつ、事故関係者に対する刑事免責について検察
官の起訴代替制度と捉えられ、刑事司法制度のみならず、民事の和解や、事故当事者企業
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による謝罪と反省を重視した処罰和解について、その活用が提案されている。 
 この処罰和解は、警察における微罪処分や、検察官の不起訴手続きにおいても、実質上
考慮されているといえ、過失事故における略式命令請求の時点において、和解の状況を法
的に考慮するものとなれば、不起訴や略式命令の手続きの透明性が増すものと考えられる
と指摘されている。 
 このように、刑事免責を刑事制度の枠内のみならず、諸外国の刑事和解制度を参考とし
つつも、被害者や社会の納得による紛争の鎮静化が重要であるとし、民事制度、事故調査
結果の活用などの行政制度に拡張して、刑事免責の実現を図り、また、刑罰に関する一事
不再理の考え方を活かし、刑事免責の実現により、事後において真なる事故調査への協力
を更に得ようとするものであると考察されている。 
 「8.6 今後に向けて」では、事故調査を充実させるため、事故関係者から有益な証言を得
るには、刑事免責や司法取引は有用な制度である。また、民事の懲罰的損害賠償の仕組み
を創設しても、刑事処分が民事制裁に変質するだけで、その社会的な制裁を回避しようと
する事故当事者は、事故調査に有益な証言を公言するとも考えられない。被疑者との司法
取引は、有罪答弁取引であり、免責を取引するものではない。冤罪を生む危険性や、手続
きが不透明で、被害者の納得が得られる保証もない。減軽の有罪答弁取引を除き、取引結
果が実行される保証もない。有罪取引した者が自ら更に不利となる証言を公言することは
考えられない。なんらかの形で免責しても、事故調査に有益な証言をするとは限らない。
予審制度を前提とする、被害者に処罰私訴権や民事懲罰訴権を与える法制度は、日本の基
本法制（刑法、刑事訴訟法、民法）に取り入れることが、本当に適切か、この点は大いな
る課題といわざるを得ないとし、今後に向けた研究課題としている。 
 
３ 本論文の特色と評価 
 本論文は、日本の事故調査制度に関する価値ある研究である。もう少し具体的に述べれ
ば、次のような諸点があげられよう。 
 第 1 に、日本の事故調査制度に関する研究として、詳細であり、かつ網羅的であり、さ
らに総合的である点をまずは評価しなければならないであろう。NDL オンラインで調べて
もわかるように、医療等の個別事故に関する論文があるものの、事故調査制度の本質であ
る事故の再発防止という視点から、加害者・被害者の行動や心理的な側面を含めて、また
捜査官、検察官、裁判官等の関係者の行動や意識の分析を含めたものとなっており、事故
調査を研究した総合的な文献はおそらくこれが最初ではないだろうか。その意味では、日
本の事故調査制度を研究するものにとっての基礎的でかつ重要な研究であると位置づける
ことができる。この点については、著者がこれまで経験した事故調査と捜査機関、司法機
関との関係について、とりわけ航空・鉄道事故調査委員会事務局次席鉄道事故調査官の知
識経験や、国土交通省鉄道局首席鉄道安全監査官としての行政調査権の管理監督の知識経
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験についても、学術的な視点に再整理し、論文各所に組み入れられている。著者が行政機
関に在職中に行った事故現場調査、捜査事項照会、証拠品の管理、鑑定処分許可手続き、
検察官面前調書作成などの捜査機関との関連業務の内容や、これらを通じて得た捜査関係
者の意識や、航空・鉄道事故調査委員会事務局職員として行った被害者説明会を通じた被
害者意識などについても、制度的な視点、学術的な視点に置き換えて論文各所に組み入れ
られている。こうした点から、極めて経験的・実務的であると同時に、深い文献調査に基
づく総合的な研究であると評価することができる。 
 第 2 に、本論文の副題として「刑事手続きとの関係からの考察」と書かれているように、
刑事手続きにおける問題点とそれを克服するための提案を考察している点である。事故調
査制度は事故の再発防止を目的とする制度であり、そのためには事故当事者の率直な証言
を求める必要があるといえるが、その制約となるものが刑事手続きにおける処罰であり、
自らの処罰の可能性を高める発言は控え、また同僚を守ろうとする発言など、事故原因を
究明するための証言を抑制する仕組みが存在している。そこで、刑事免責を刑事制度の枠
内のみならず、諸外国の刑事和解制度を参考としつつも、被害者や社会の納得による紛争
の鎮静化を目的として、民事制度、事故調査結果の活用などの行政制度に拡張して、刑事
免責の実現を図り、また刑罰に関する一事不再理の考え方を活かし、刑事免責の実現によ
り、事後において真なる事故調査への協力を更に得ようとするものであると述べられてい
る。この点は、日本の事故調査制度を事故調査という観点のみからではなく、刑事手続き
というまったく別の学問分野を研究したものであり、本研究に厚みをもたらす価値ある研
究であると評価することができる。 
 第 3 に、外国の事例や専門的な第三者が行う事故調査以外の調査についても考察されて
おり、膨大な文献を丹念に渉猟して、論点を整理し、それを実証している点で、研究手法
として高く評価できる。 
 しかしながら、本研究には著者自らが課題として認識していることを含めて、いくつか
の検討を要する課題も指摘することができる。 
 まず第 1 に、……省略……。 
 第 2 に、……省略……。 
 第 3 に、……省略……。 
 以上のように、課題を指摘することもできるが、審査小委員会としては、それらの点を
考慮してもなお、本論文がオリジナリティを備えた、価値ある研究成果であり、著者押立
貴志氏の研究者としての研究能力を実証するに十分な業績であり、博士の学位を授与する
に値する業績であると認めるものである。 
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４ 口頭試問 
 審査小委員会は、2018 年 12 月 14 日に押立貴志氏の公開審査会（口頭試問）を実施し、
本論文を中心とし、それに関連のある学識確認の試問を行った結果、同氏が博士学位の授
与に値する学識と研究能力を持っていると判定した。 
 
５ 結論 
 以上を踏まえ、本審査小委員会は、押立貴志氏が、研究能力並びに学位論文に結実した
研究成果の到達度の両面において、博士（公共政策学）の学位を受けるに十分値するもの
と判断した。 
以上 
 
